
（様式１－１）

（法人番号　50 ） （大学名）　滋 賀 大 学

中期目標原案・中期計画案一覧表

１ 中期目標の期間（平成22年4月1日～平成28年3月31日）

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置
１ 教育に関する目標を達成するための措置

○教養教育の質の向上を図るため、新たな全学的体制を構築し、特色あ
る教養科目を開発する。

○専門科目を有機的に関連付けて、専門教育課程の体系化を行い、環
境・リスク等の重点領域の一層の充実を進める。

○第１期中期目標期間の成果を踏まえ、引き続き教育課程の改革を推進
する。

①学士課程

中　期　目　標　原　案

○本学の教育理念に沿って、職業人としての専門性と社会人としての基
礎能力、豊かな教養と人間性、高い倫理観を兼ね備えた人材を育成す
る。

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標
①学士課程

中　期　計　画　案

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標
１ 教育に関する目標

（前文）大学の基本的な目標
　滋賀大学は、地域に根ざした視点とグローバルな視野とをあわせもつ知の拠
点として、学士課程・大学院を通じて、幅広い職業人の養成に力を入れるとと
もに、現代的な課題に対応できる高度な専門職業人を養成することを基本的な
任務とする。さらに国立大学としての社会的使命を果たすために、学術機能の
一層の充実を図り、その成果をもって地域社会に貢献し、大学固有の特色を発
揮するオンリーワンの創成をめざす。
　教育・研究上の重点領域としては、現代社会において、サステイナビリティ
の確立が最も重要な課題であることから、環境とリスクを取り上げる。
　環境については、琵琶湖を擁する滋賀県に位置する特色を活かしながら、地
球環境の課題にまで視野を広げ、これまで進めてきた環境教育や環境政策につ
いての先進的、かつ国際的な教育研究を一層充実させる。
　リスクについては、地球的規模のリスク社会の到来に伴い、リスクマネジメ
ントの重要性に鑑み、地域から世界に及ぶさまざまなリスクに関する課題に対
して総合的・学際的な教育研究を進める。
　学士課程の目標として、近江の伝統文化のもつ実学の精神や実践への意欲を
活かし、堅実な専門性と豊かな人間性とをあわせもち、高い倫理観と責任感と
を備えた人材を養成する。
　また常に社会の評価を真摯に受け止め、教育･研究内容の刷新を図るととも
に、学生にとって学びがいがあり、教職員にとって働きがいのあるキャンパス
作りと大学運営に邁進する。

◆ 中期目標の期間及び教育研究組織

２ 教育研究組織
本学にこの中期目標を達成するため、教育学部、経済学部、大学院教育学
研究科及び経済学研究科を置く。

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置
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中　期　目　標　原　案 中　期　計　画　案

○修士号・博士号の質を保障するための教育の実質化を推進し、専門分
野における高度な知識と研究能力、実践力を有する人材を育成する。

○本学の教育理念を実現するために、教育の実施体制を適切に整備す
る。

○充実した学生生活を支えるために、総合的な学生支援体制を強化す
る。

○学生のニーズに応じたキャリア教育を基に、就職支援活動を充実す
る。

○充実した学生生活を送り、社会人としての基盤を身に付けるために、
課外活動の支援を推進する。

○学生の授業外学習への取り組みを促すとともに、学習到達度を把握し
単位制度を実質化する。

○コミュニケーション・スキル、情報リテラシー、問題解決力など社会
人として必要な基礎力を向上させる。

②大学院課程

○アドミッション・ポリシーを見直し、それに基づいたオープンキャン
パス等の積極的な展開、高大連携の強化、国際社会のニーズへの対応を
図る等、入学者選抜に向けた改善を行う。

○情報技術や教育工学を積極的に活用し、多様な教育方法を開発する。

○体験型科目、プロジェクト科目など、問題解決力や実践力を高めるた
めの科目の支援体制を充実させる。

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

○社会の多様なニーズに対応するために、アドミッション・ポリシーを
見直し広報活動を充実させ、就学制度や選抜方法を工夫改善する。

○成績評価基準及び学位授与基準を検証し、厳格な成績評価・審査を実
施する。

○第１期の成果を踏まえ、教育課程の改革を推進し、高度な専門知識に
基づく問題解決力を育成するための、科目を開発整備する。

○ＦＤ研修会や教員相互の授業参観などを通して授業改善を行い、教育
表彰制度を設け、教育力を向上させる。

○学生用図書や情報機器の充実など、多様な学習形態に即した教育環境
を整備する。

○社会人や現職教員など、多様な人材を教育スタッフとする制度を整備
する。

○教育の実施体制を検証し教育組織の見直しを行い、必要に応じて整備
する。

○社会の変動等に対応して学生の経済的ニーズを把握し、各種支援施策
を実施する。

○修学状況に問題のある学生に対する支援を強化し、留年状況等の改善
を図る。

○学生の状況に応じてリメディアル教育や習熟度別クラス編成の実施な
どの、学習支援を充実させる。

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置

○特色ある課外活動、ボランティア活動、学生自主企画等、課外活動支
援のための施策を実施する。

○各種プログラムによりキャリア教育、就職支援を充実させるととも
に、外国人留学生へのキャリア支援を強化する。

○健康診断の受診状況を改善し、心身の健康維持を支援する相談体制や
学習啓発の機会を充実する。

○グローバルスタンダードを考慮し、学士号の実質化を推進する。

○本学の教育理念に沿って学士力育成の基礎となる能力を有する多様な
人材を受け入れる。

○教育方法を工夫し、学生が自主的・自律的に物事を考え、行動できる
能力や実践力を育成する。

②大学院課程

○高度専門職業人として、専門分野の研究への意欲を持ち社会に貢献し
うる人材を受け入れる。

（２）教育の実施体制等に関する目標

○学生の自ら学ぶ力・実践力を高めるために、学習環境の一層の充実を
実現する。

○教育の質を改善するために、教育活動を点検する体制及びＦＤ活動の
実施体制を強化する。

（３）学生への支援に関する目標
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中　期　目　標　原　案 中　期　計　画　案

○大学や自治体等と連携して、地域振興のニーズに応え諸課題の解決に
貢献する。

○留学生３０万人計画に対応し、留学生を受け入れるための学習環境を
整備する。

○地域の諸課題に応え、知の拠点としての機能を充実する。

○重点領域の研究をはじめ、特色ある研究成果が得られるための研究環
境を整備する。

○重点領域である環境やリスク研究を推進し、世界につながる研究拠点
の形成に取り組む。

２ 研究に関する目標
（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標

２ 研究に関する目標を達成するための措置

○学内の資源を活かした共同研究、プロジェクト研究を推進する。

○リスク研究の拠点として、多様な分野のリスクについてのプロジェク
ト研究を推進する。

○環境教育や環境政策等について、国内外の先進的な研究機関や研究者
との共同研究を推進する。

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

○サバティカル制度など、集中的に研究時間を確保するための制度を充
実する。

○重点領域等の研究の推進にあたっては、学内横断的な教育・研究組織
を立ち上げて組織的な支援体制を構築する。

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置

○学術情報リポジトリの充実や滋賀大学出版会の設立、近江商人など地
域に関する資料の収集・公開により大学の情報発信機能を強化し、研究
を活性化する。

○地域ブランドの創出等を支援するなど、産業振興のための産学公民連
携プロジェクトを充実する。

○地域のニーズに応じて公開授業・公開講座・講演会を実施するととも
に、環境学習支援士など地域と連携した人材育成プログラムを提供す
る。

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置
３ その他の目標を達成するための措置

○東アジア・太平洋地域との交流の質を高めるとともに、新たな地域や
機関との連携を推進し、研究者の相互派遣、スポーツ・文化交流などを
発展させる。

（２）国際化に関する目標を達成するための措置

○学生自主企画による地域の各種活動等への参画や地域社会との交流を
支援する。

○地域の大学や自治体との連携を強化し、地域関連事業の企画や共同事
業・プロジェクト研究を推進する。

○附属学校運営委員会・部会の整備など、大学との情報共有や運営体制
構築に関する第１期の改革の成果を点検し、さらに一体的運営を推進す
る。

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置

○留学生に対する日本語教育や外国語による指導の充実、経済的支援、
施設整備など、留学生支援策を充実させる。

○ダブルディグリー・秋季入学などの大学間国際交流の多様なニーズに
対応するために、新しい修学制度を整備する。

○地域社会や自治体との連携を通じて、地域に開かれた運営体制を構築
する。

○地域社会への学生参加を積極的に推進し、学生の社会性の向上を図
る。

（３）附属学校に関する目標
○附属学校の組織運営上・業務運営上の改善を行う。

（２）国際化に関する目標
○本学のこれまでの国際交流や今後の教育研究のあり方を踏まえた国際
的連携を進める。

（２）研究実施体制等の整備に関する目標

３ その他の目標
（１）社会との連携や社会貢献に関する目標

○地域社会の知的・文化的拠点として、学内の知的資源を有効に活用
し、人材養成に貢献する。
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中　期　目　標　原　案 中　期　計　画　案

○全学的な経営戦略を踏まえ、財政、人事、組織などの学内資源を適正
に配分する。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

○大学の教育研究や教員養成への附属学校の活用を促進し、ＩＣＴ活
用、リスク管理など、今日的な教育課題に応えるための取り組みを充実
させる。

○教育学部の改革にあわせ、教育実習の運営・指導方法の改善を行うと
ともに、公立学校における教育実習との有機的な連携を進める。

②人事制度の改善

○大学の将来ビジョンを協議する組織を設け、教育・研究組織の整備に
係る中長期的な構想を策定する。

①教育研究組織の柔軟かつ機動的な編成・見直し
１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置

③戦略的な学内資源配分

○職員の学内昇任人事については、能力に応じた適正な人事配置ができ
るよう現行の公募制度を改善する。

○事務職員の採用は近畿地区統一採用試験を基本としつつ、大学独自の
選考を行うとともに、再雇用・非常勤職員を事務支援センターに一元化
するなど、業務に応じた柔軟な配置を行う。

○教員の自己評価制度を一層充実させるとともに、教育研究活動等に対
する評価を、処遇に反映させる。また、事務職員の能力・実績に基づく
人事管理を推進するため、人事評価システムの必要な改善を行う。

④組織運営の改善

○全学センター・学部附属施設の機能を検証し、再編・整備を進める。

○教育力の維持向上のために、中長期的な人事方針を定める。併せて戦
略的・重点的な配置を行うために必要な措置を講じる。

○機動的な運営が可能になるように、学長裁量経費を柱として学内資源
配分を行い、特にオンリーワン創成活動を支援する。

○教員と協働し、教育研究に関わる政策立案ができる専門性の高い職員
を育成するための組織を立ち上げ、研修計画・交流計画等の充実により
ＳＤを積極的に行う。

○遠隔テレビ会議などキャンパス間のネットワーク化を進め機能的な運
営を行う。

○本学における大学運営・教育研究活動などに関わる史資料を適正に保
存・管理する体制を構築する。

○全学的な課題に機動的に対応できるよう、経営戦略会議の企画調整機
能の向上を図る。併せて部局における部局長のリーダーシップが発揮で
きる運営体制を強化する。

○監事の期中監査や監査室による監査結果を踏まえ、関係部局と連携
し、業務の改善を行う。

④組織運営の改善

○職員の職能開発を推進し、大学経営を担う人材を育成するシステムを
構築する。

○内部監査を強化し、監査の成果が大学の経営改善に有効に反映される
ような組織運営を行う。

○戦略的業務運営を図るための組織等を充実し、適正な業務運営が行わ
れるようなシステムを構築する。

○大学の戦略的構想を明確にし、それを実現する機動的な教育研究組織
の編成に向けて見直しを行う。

②人事制度の改善
○教職員の評価システムを拡充し、適正な処遇のシステムを整備する。

③戦略的な学内資源配分

○事務職員の採用・学内昇任人事に関する制度を改善する。

○教育実習の中核的な実施機関としての責任を遂行する。

○地域における先進的な教育研究実践校としての役割を充実させる。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標
１ 組織運営の改善に関する目標

①教育研究組織の柔軟かつ機動的な編成・見直し
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中　期　目　標　原　案 中　期　計　画　案

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標
○社会的説明責任を果たすため教育研究活動、大学運営などの情報を積
極的に発信する。

○事務の効率化・合理化を推進し、事務機能を改善強化する。

○全学的な視点に立って保有する資産（土地・建物・設備等）の状況を
点検し、効果的な運用を推進する。

○全学的・経営的視点に立った施設マネジメントを推進し、施設設備の
弾力的な有効活用と適切な維持管理を進める。

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標
１ 施設設備の整備・活用等に関する目標

○学生サービスを効率的に行うため、両キャンパスに学生センターを整
備する。

○業務のアウトソーシング化等を図るとともに、新たなニーズに対応可
能な事務機能を整備する。

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

○科学研究費及び寄附金等の外部研究資金の受け入れを促進し、外部資
金比率を向上する。

１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標を達成する
ための措置

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

○業務内容の見直し及び人員配置の適正化を進めるため、効率化プログ
ラムを策定し、管理的経費の節減を行う。

（２）人件費以外の経費の削減

○「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法
律」（平成18年法律第47号）に基づき、国家公務員に準じた人件費改革
に取り組み、平成18年度からの5年間において、△５％以上の人件費削
減を行う。更に、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」
（平成18年7月7日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人
件費改革を平成23年度まで継続する。

（１）人件費の削減

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するた
めにとるべき措置

○運営費交付金、自己収入等について、安全で有効な資金運用を行う。
○保有資産や研究資源等を活用した自己収入の増加策を実施する。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

○大学の広報戦略を策定するとともに、Ｗｅｂページの拡充や学術情報
リポジトリの充実、各種メディアとの連携を通じて大学の特色や運営情
報を公開する。

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置

○県内及び近隣府県の教育関係者や産業界より意見を聴取し、大学のあ
り方の検討に活用する。

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

○施設の老朽化対策と耐震補強等を行い、機能改善を進めインフラ設備
を計画的に更新するとともに、予防保全を行う。

○施設全体の利用状況を継続的に調査・点検し、施設設備の有効利用や
効率的な活用を行う。

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置
Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

３ 資産の運用管理の改善に関する目標

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

１ 評価の充実に関する目標
○大学運営に対して、大学を支える関係者や地域社会など、多方面から
受ける外部アドバイスを活用する。

（１）人件費の削減
○「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法
律」（平成18年法律第47号）に基づき、平成18年度以降の５年間におい
て国家公務員に準じた人件費削減を行う。更に、「経済財政運営と構造
改革に関する基本方針2006」（平成18年7月7日閣議決定）に基づき、国
家公務員の改革を踏まえ、人件費改革を平成23年度まで継続する。

（２）人件費以外の経費の削減
○全学的かつ経営的な視点に立って業務運営の改善・効率化を行い、経
費の節約・抑制を推進する。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標
１ 外部研究資金、寄附金その他の自己収入の増加に関する目標

○産学公連携体制を強化し、外部研究資金、寄附金その他自己収入の確
保に全学的に取組み健全な財務運営を推進する。

２ 経費の抑制に関する目標

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標
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中　期　目　標　原　案 中　期　計　画　案

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

Ⅶ 短期借入金の限度額

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

計画はなし
Ⅸ 剰余金の使途

○ 決算において剰余金が発生した場合は、
　 ・教育研究の質の向上及び運営組織の改善
　 に充てる。

１ 重要な財産を譲渡する計画
計画はなし

２ 重要な財産を担保に供する計画

○キャンパスアメニティの改善、キャンパスの環境保全に努める。

○個人情報などの漏洩を防止するための規程等を整備し、チェック体制
を整える等、情報セキュリティ対策を強化する。

○学内の安全と衛生、教職員・学生の健康管理とメンタルヘルスケア、
感染症対策等を充実する。

○「滋賀大学環境方針」に基づく環境マネジメントを引き続き実施し、
新たに環境報告書の作成など、グリーンキャンパスづくりを進める。

○キャンパスアメニティの改善を進めるとともに、構成員のニーズを踏
まえ施設整備マスタープランを更新する。

２ 安全管理に関する目標

○情報管理の徹底を図るため、情報セキュリティを高める。

３ 法令遵守に関する目標
○各部局課室において、監査室と連携して関係法令の遵守を推進する。

○滋賀大学リスク管理ガイドラインに基づく学内リスク管理体制を充実
する。

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置
○教職員、学生等の安全の管理と健康の維持・増進を図る。

○経理の適正化、法令等に基づく適正な法人運営を進める。

○不正経理や法令違反を未然に防止するために、監査室、監事、会計監
査人及びコンプライアンス室等との連携を強化し、会計監査及び学内業
務監査を適切に実施するとともに監査機能の充実を図る。

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置
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中　期　目　標　原　案 中　期　計　画　案

○前中期目標期間繰越積立金については、次の事業の財源に充てる。
４ 積立金の使途

　・教育、研究に係る業務及びその附帯業務

（長期借入金）
計画はなし

（リース資産）
計画はなし

（参考）中期目標期間中の人件費総額見込み
３ 中期目標期間を超える債務負担

（ＰＦＩ事業）
計画はなし

ア．教員の自己評価制度を一層充実させるとともに、教育研究活動等に対
する評価を、処遇に反映させる。また、事務職員の能力・実績に基づく人
事管理を推進するため、人事評価システムの必要な改善を行う。

イ．事務職員の採用は近畿地区統一採用試験を基本としつつ、大学独自の
選考を行うとともに、再雇用・非常勤職員を事務支援センターに一元化す
るなど、業務に応じた柔軟な配置を行う。

ウ．教員と協働し、教育研究に関わる政策立案ができる専門性の高い職員
を育成するための組織を立ち上げ、研修計画・交流計画等の充実によりＳ
Ｄを積極的に行う。

（注１）施設・設備の内容、金額については見込みであり、中期目標を達
成するために必要な業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や老朽
度合等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。

（注２）小規模改修について平成２２年度以降は平成２１年度同額として
試算している。
　なお、各事業年度の施設整備費補助金、国立大学財務・経営センター施
設費交付金、長期借入金については、事業の進展等により所要額の変動が
予想されるため、具体的な額については、各事業年度の予算編成過程等に
おいて決定される。

２ 人事に関する計画

Ⅹ その他
１ 施設・設備に関する計画

施設・整備の内容 予定額（百万円） 財   源 

小規模改修 
総 額 

１４４

国立大学財務・経営センター施設費

交付金     （１４４百万円）
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中　期　目　標　原　案 中　期　計　画　案
別表（学部、研究科等） 別表（収容定員）

学 部 
教育学部 
経済学部 

研究科 
教育学研究科 
経済学研究科 

 

教育学部         ９６０人 
（うち教員養成に係る分野７２０人） 

経済学部        ２,２４０人 平

成

22
年

度 

教育学研究科       １３０人 
（うち修士課程１３０人） 

経済学研究科       １２２人 
うち博士前期課程 １０４人 
  博士後期課程  １８人 

教育学部         ９６０人 
（うち教員養成に係る分野７２０人） 

経済学部        ２,２４０人 
平

成

23
年

度 

教育学研究科       １３０人 
（うち修士課程１３０人） 

経済学研究科       １２２人 
うち博士前期課程 １０４人 
  博士後期課程  １８人 
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中　期　目　標　原　案 中　期　計　画　案

教育学部         ９６０人 
（うち教員養成に係る分野７２０人） 

経済学部        ２,２４０人 平

成

24
年

度 

教育学研究科       １３０人 
（うち修士課程１３０人） 

経済学研究科       １２２人 
うち博士前期課程 １０４人 
  博士後期課程  １８人 

教育学部         ９６０人 
（うち教員養成に係る分野７２０人） 

経済学部        ２,２４０人 
平

成

25
年

度 

教育学研究科       １３０人 
（うち修士課程１３０人） 

経済学研究科       １２２人 
うち博士前期課程 １０４人 
  博士後期課程  １８人 
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中　期　目　標　原　案 中　期　計　画　案

教育学部         ９６０人 
（うち教員養成に係る分野７２０人） 

経済学部        ２,２４０人 平

成

26
年

度 

教育学研究科       １３０人 
（うち修士課程１３０人） 

経済学研究科       １２２人 
うち博士前期課程 １０４人 
  博士後期課程  １８人 

教育学部         ９６０人 
（うち教員養成に係る分野７２０人） 

経済学部        ２,２４０人 
平

成

27
年

度 

教育学研究科       １３０人 
（うち修士課程１３０人） 

経済学研究科       １２２人 
うち博士前期課程 １０４人 
  博士後期課程  １８人 
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